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住民主体での活動を目指した介護予防事業終了後の介護予防活動への

参加に関連する要因の検討
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目的 2015年度に介護予防・日常生活支援総合事業が導入され，住民主体の介護予防活動は，より

重要性が増している。自治体の介護予防事業においても，終了後に参加者を住民主体の介護予

防活動へ効果的に繋げることが必要である。本研究では住民主体の介護予防活動への参加を促

進する取り組みを行った介護予防事業終了者の，その後の住民主体の介護予防活動への参加要

因を明らかにすることを目的とした。

方法 東京都 A 区の一般介護予防事業の 2 教室を対象とした。この教室では，心身機能改善とと

もに事業終了後の参加者の自主グループ化を支援するための学習やグループワークを導入して

いる。本研究では，2016・2017年度に同事業参加者に対して実施した，事業開始 3 か月後（以

下，T1）と事業終了 6 か月後（以下，T2）の自記式アンケートを分析した。有効回答数は216

人（男性51人，女性165人，年齢6595歳）であった。T1 では参加教室，健康度自己評

価，基本チェックリスト，ソーシャル・キャピタルの「近隣住民との交流」，「グループや団体

への参加の有無」，「近隣住民への信頼」，「近隣住民が他の人の役に立とうとすると思うか」を

調査した。T2 では住民主体の介護予防活動として，介護予防自主グループへの参加の有無を

調査した。住民主体の介護予防活動への参加の有無と調査項目との関連をロジスティック回帰

分析で検討した。

結果 参加群は113人（52.3），不参加群は103人（47.7）であった。住民主体の介護予防活動

への参加の有無を従属変数，各調査項目を独立変数として個別に投入した単変量のモデルで

は，「参加教室」（オッズ比0.31，95信頼区間0.150.63，P＝0.001），「近隣住民への信頼」

（オッズ比5.30，95信頼区間1.4619.16，P＝0.011）が介護予防活動への参加と有意に関

連していた。すべてを独立変数として投入した多変量のモデルでは，「参加教室」（オッズ比

0.29，95信頼区間0.140.62，P＝0.001）が有意な関連要因であった。

結論 事業における積極的な取り組みを通して約 5 割が住民主体の介護予防活動へ繋がっていた。

住民主体の介護予防活動参加の関連要因は，「参加教室」であり，教室の開催頻度などプログ

ラムの内容が事業終了後の住民主体の介護予防活動参加に影響すると考えられた。
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 緒 言

我が国における社会保障費は1970年には3.5兆円

であったが，2017年には120.2兆円と急増している1)。

65歳以上の高齢者数は2025年までに3,657万人へと

増加し続け，要介護認定者数も増大することが見込

まれている2)。このような状況から，2015年度に介

護予防・日常生活支援総合事業が導入され，サービ

スの確保と高齢者の社会参加の観点から，住民自身

が主体となって体操やサロン活動などを実践する住

民主体の介護予防活動が推進されるようになった。

こうした住民主体の介護予防活動のひとつとし

て，週に 1 回以上，体操等の活動を行う住民運営の

通いの場が施策として推進されている3)。しかし，
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図 対象事業の実施内容と評価時
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2017年時点での65歳以上の高齢者における通いの場

の参加率は4.9で4)，住民主体の介護予防活動を実

践できる場は十分ではない。一方，スポーツ関係や

趣味活動，ボランティア活動などの他者との相互関

係を伴う社会活動も住民主体の介護予防活動として

期待できる。社会活動への参加によって，心身機能

低下リスクが抑制されることや5)，週 1～2 回の体

操を中心とした自己管理型グループへ参加すること

で，要介護認定が抑制されることが報告されてい

る6)。このような介護予防に資する社会活動への参

加促進も，住民主体の介護予防活動の推進において

重要である。

このようなことから，自治体における介護予防事

業においても，心身・生活機能改善のための介入だ

けでなく，事業終了後に参加者を住民主体の介護予

防活動へ効果的に繋げることが重要で，実際にその

ような活動へ繋げるための取り組みが行われてい

る。このような事業終了者における住民主体の介護

予防活動への参加要因を明らかにすることは，事業

をきっかけとして参加者を効果的に介護予防活動に

繋げていく上で重要である。しかし，これまでに介

護予防健診の受診要因7,8)や介入プログラム9)，社会

参加活動への参加要因10～12)について調査した研究

はあるものの，自治体が行う介護予防事業をきっか

けとした住民主体の介護予防活動への参加要因につ

いて調査した研究は皆無である。社会参加活動の参

加要因として友人との交流頻度13)や近隣住民への信

頼11)といったソーシャル・キャピタルが関連するこ

とから，住民主体の介護予防活動への参加要因とし

て身体機能や心理的側面に加えて，ソーシャル・

キャピタルが住民主体の介護予防活動への参加に対

して良好な影響を与える可能性がある。

本研究では，住民主体の介護予防活動への参加を

促進する取り組みを行った介護予防事業終了者の，

その後の住民主体の介護予防活動への参加要因を明

らかにすることを目的とした。

 研 究 方 法

. 対象事業（図 1）

東京都 A 区が一般介護予防事業として実施して

いる通所型介護予防事業を対象とした。当該事業は，

65歳以上の者を対象としている。一方，過去の当該

事業参加者，当該事業終了後に結成された住民主体

の介護予防活動参加者，介護保険サービス利用者は

当該事業の対象ではない。募集時に，当該事業で

は，心身機能の向上を目指すこと，事業終了後は住
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民主体の介護予防活動として自主的に活動を継続す

ることを目的としていることを周知している。参加

者は，区報や無料体験会からの応募や，地域包括支

援センターからの紹介で参加する。無料体験会のみ

会場で基本チェックリストを実施し，生活機能低下

が認められた者を優先して案内している。

当該事業には，トレーニングマシンでの筋力向上

トレーニングを中心とした A 教室，自重での筋力

向上トレーニングを中心とした B 教室の 2 種類の

教室がある。A 教室は，1 回あたり90分，5 か月間

週 2 回全40回で構成され，上肢および下肢筋群を対

象とした 4 種目のマシンを使用して筋力向上トレー

ニングを実施している。B 教室は，1 回あたり90分，

5 か月間週 1 回全20回で構成され，自重負荷での筋

力向上トレーニングを実施している。両教室とも

に，トレーニング動作の習得とトレーニングに耐え

得る身体機能の獲得を目指した「コンディショニン

グ期」，適切な負荷を身体にかけ筋力強化を目指し

た「筋力増強期」，獲得した筋力を日常生活動作に

繋げることを目指した「機能的トレーニング期」，

グループで簡単な運動を実施でき事業終了後の自主

化を目指した「グループ活動期」の 4 期に分けて取

り組んでいる。また，両教室ともに第 1 回の教室で

は，オリエンテーションとして，自主的に活動を続

けることの意義や教室参加の目標を各自で設定し共

有することで，動機づけを狙っている。さらに，両

教室ともに毎回介護予防全般の知識を学ぶミニ講座

を設け，自分自身で健康管理を行うことや運動を継

続することの重要性，仲間と介護予防活動を実践す

ることが健康増進に繋がることなどを説明している。

事業開始 3 か月以降にあたる「グループ活動期」

には，事業終了後の参加者の住民主体の介護予防活

動を促進する取り組みとして，毎回参加者自身が健

康確認や体操を実施し，自治体独自の体操などをグ

ループで習得できるよう支援している。また，事業

終了後の活動内容を考えることや活動場所を探すこ

と，グループ活動の運営方法（名簿作成，世話人決

め，保険の加入など）を決めること，といったテー

マを段階的に設定し，グループワークによる課題解

決を通して，参加者間の連帯を促し住民主体の介護

予防活動へ向けた準備を行っている。このような取

り組みを経て，住民主体による介護予防活動グルー

プ立ち上げに至る者や，既存のグループへ参加する

ことで住民主体の介護予防活動へ繋がる者もいる。

住民主体による介護予防活動グループ立ち上げに

至った者への事業後のフォローとして，事業終了 3

か月後および 9 か月後に職員または看護師とリハビ

リテーション専門職の 2 人で訪問し，介護予防活動

の支援を行っている。事業終了者全体に対しては，

事業終了12か月後に体力測定および参加者同士の交

流会を開催している。

このように，当該事業では，心身機能や生活機能

向上を図るだけでなく，事業終了後に参加者が住民

主体の介護予防活動を立ち上げられるように積極的

な取り組みを行っている。

. 対象者

本研究は，対象事業において自治体が実施したア

ンケートの二次分析である。グループ活動期直前に

あたる事業開始 3 か月後（以下，T1）の自記式ア

ンケート調査をベースライン調査とし，事業終了 6

か月後（以下，T2）の郵送調査と検討した（図 1）。

対象者は，2016年度および2017年度の上半期の対

象事業に参加した362人（T1 アンケート回収率

83.1，T2 アンケート回収率80.1）のうち，

いずれかのアンケート未回答者109人，自治体の介

護予防事業におけるアンケート利用に同意がなかっ

た者18人，アンケート利用への同意はあったが回答

に欠損があった者19人を除いた有効回答数216人

（男性51人，女性165人，年齢6595歳。A 教

室参加者46人，B 教室参加者170人）であった。な

お，自治体の介護予防事業におけるアンケート利用

については，文書で同意を得た。

. 調査項目

T1 では，性，年齢，参加教室，先行研究で社会

活動の参加要因として報告されている健康度自己評

価7,8,12)や基本チェックリスト，社会関係の指標11)

としてソーシャル・キャピタルの指標14)のうち構造

的ソーシャル・キャピタルとして「近隣住民との交

流」，「グループや団体への参加の有無」，認知的ソー

シャル・キャピタルとして「近隣住民への信頼」，

「近隣住民が他の人の役に立とうとすると思うか」

を調査した。

健康度自己評価は，「1. よい」，「2. まあよい」，

「3. ふつう」，「4. あまりよくない」，「5. よくない」

の 5 件法で尋ね，よいからふつうを「健康である」，

あまりよくないとよくないを「健康でない」とした。

基本チェックリストは，25項目全ての該当数から

合計点を求めた。

構造的ソーシャル・キャピタルのうち「近隣住民

との交流」は，「あなたは，ご近所の方とどの程度

のお付き合いをされていますか」の質問について

「1. お互いに訪問しあう付き合い」，「2. 立ち話をす

る程度の付き合い」，「3. あいさつする程度の付き

合い」，「4. 付き合いはない」の 4 件法で尋ね，お

互いに訪問しあう付き合いと立ち話をする程度の付

き合いを「付き合いがある」，あいさつする程度の
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表 住民主体の介護予防活動参加群と不参加群の

比較

参加群
（n＝113)

不参加群
（n＝103)

有意確率
n  n 

性別 0.827

男性 26 23.0 25 24.3

女性 87 77.0 78 75.7

年齢 ＜0.001

Mean（SD) 75.7(5.86) 78.6(6.26)

参加教室 0.001

A 教室 34 30.1 12 11.7

B 教室 79 69.9 91 88.3

健康度自己評価 0.384

健康でない 67 59.3 67 65.0

健康である 46 40.7 36 35.0

基本チェックリスト（点) 0.109

Mean（SD) 4.4(3.13) 5.1(3.20)

近隣住民との交流 0.238

付き合いがない 24 21.2 29 28.2

付き合いがある 89 78.8 74 71.8

グループや団体への参加の有無 0.464

団体参加なし 6 5.3 8 7.8

団体参加あり 107 94.7 95 92.2

近隣住民への信頼 0.005

信頼できない 3 2.7 13 12.6

信頼できる 110 97.3 90 87.4

近隣住民が他の人の役に立とうとすると思うか 0.376

役に立とうとすると思わない 11 9.7 14 13.6

役に立とうとすると思う 102 90.3 89 86.4

P＜0.05

Mean平均値，SD標準偏差
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付き合いと付き合いはないを「付き合いがない」と

した。「グループや団体への参加の有無」は，「町内

会・自治会｣，｢シニアクラブ」，「趣味・教養のグ

ループ」，「スポーツのグループ・クラブ」，「ボラン

ティアグループ」，「その他のグループや団体」につ

いて当てはまるものを複数回答で選択させ，いずれ

かに入っている者を「団体参加あり」，何も入って

いない者を「団体参加なし」とした。なお，住民主

体の介護予防活動は，「グループや団体への参加」

には含まれていない。認知的ソーシャル・キャピタ

ルのうち「近隣住民への信頼」は，「ご近所の方を

信頼できますか」の質問について「1. 信頼でき

る」，「2. どちらかというと信頼できる」，「3. どち

らかというと信頼できない」，「4. 信頼できない」

の 4 件法で尋ね，信頼できるとどちらかというと信

頼できるを「信頼できる」，どちらかというと信頼

できないと信頼できないを「信頼できない」とし

た。「近隣住民が他の人の役に立とうとすると思う

か」は，「ご近所の方々は，多くの場合，他の人の

役に立とうとすると思いますか」の質問について

「1. そう思う」，「2. どちらかというとそう思う」，

「3. どちらかというとそう思わない」，「4. そう思わ

ない」の4件法で尋ね，そう思うとどちらかという

とそう思うを「役に立とうとすると思う」，どちら

かというとそう思わないとそう思わないを「役に立

とうとすると思わない」とした。

T2 では，介護予防事業終了後に教室ごとに新た

に設立した，もしくは過去に設立された既存の住民

主体の介護予防活動への参加状況として，「介護予

防自主グループへの参加の有無」と「参加頻度」を

調査した。住民主体の介護予防活動への参加ありを

「参加群」，参加なしを「不参加群」とした。参加頻

度は，「1. ほぼ毎週」，「2. 月 1～2 回」，「3. 時々参

加」，「4. 参加していたが退会または休会」，「5. そ

の他」で尋ね，住民主体の介護予防活動へ参加して

いると回答した場合でも，参加頻度で「4. 参加し

ていたが退会または休会」または「5. その他」と

回答した者は「不参加群」とした。

. 分析方法

T2 の住民主体の介護予防活動への参加の有無と

T1 の参加教室，健康度自己評価，基本チェックリ

スト，「近隣住民との交流」，「グループや団体への

参加の有無」，「近隣住民への信頼」，「近隣住民が他

の人の役に立とうとすると思うか」との関連を，そ

れぞれ t 検定，カイ二乗検定で検討した。次に，従

属変数を住民主体の介護予防活動への参加の有無と

したロジスティック回帰分析を，T1 での調査項目

を独立変数として個別に投入した単変量の Model

1, Model 1 に加え性・年齢で調整した Model 2,

Model 2 に加え全ての独立変数を投入した多変量の

Model 3 で検討した。解析には IBM SPSS Statistics

ver.25を用い，有意水準は 5とした。

. 倫理的配慮

当該事業のアンケート調査データの二次利用にあ

たって，自治体に説明文書を送付し，文書にて承認

を得た。なお，本研究は，東京都健康長寿医療セン

ター研究所の倫理委員会の承認（承認番号令和元

年度16，承認年月日2020年 7 月 9 日）を得て実施

した。

 研 究 結 果

住民主体の介護予防活動参加群は113人（52.3）

で，不参加群は103人（47.7）であった。T1 では，

参加群は不参加群と比べ A 教室参加者の割合が有

意に高く（P＜0.001），年齢が有意に低く（P＜

0.001），「近隣住民への信頼」の「信頼できる」の

割合が有意に高かった（P＝0.005）（表 1）。性，健

康度自己評価，基本チェックリスト，「近隣住民と
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表 住民主体の介護予防活動参加への関連要因

Model 1 Model 2 Model 3

オッズ比 95信頼区間 有意確率 オッズ比 95信頼区間 有意確率 オッズ比 95信頼区間 有意確率

参加教室

A 教室 1.00 1.00 1.00

B 教室 0.31 （0.150.63） 0.001 0.29 （0.140.60） 0.001 0.29 （0.140.62） 0.001

主観的健康感

健康でない 1.00 1.00 1.00

健康である 1.28 （0.742.22） 0.384 1.22 （0.692.16） 0.488 1.26 （0.672.34） 0.473

基本チェックリスト合計点 0.93 （0.861.02） 0.110 0.97 （0.891.07） 0.550 0.99 （0.891.10） 0.816

友人・近所との交流頻度

付き合いがない 1.00 1.00 1.00

付き合いがある 1.45 （0.782.71） 0.239 1.51 （0.792.91） 0.215 1.31 （0.633.38） 0.461

近隣住民への信頼の強さ

信頼できない 1.00 1.00 1.00

信頼できる 5.30 （1.4619.16) 0.011 4.51 （1.2116.78) 0.024 3.31 （0.8512.98) 0.085

近隣住民への相互信頼

役に立とうと思わない 1.00 1.00 1.00

役に立とうと思う 1.46 （0.633.38） 0.378 1.56 （0.663.71） 0.311 1.30 （0.513.34） 0.583

グループ活動への参加有無

団体参加なし 1.00 1.00 1.00

団体参加あり 1.50 （0.504.48） 0.466 1.38 （0.444.29） 0.578 1.11 （0.343.62） 0.867

Model 1単変量

Model 2性・年齢で調整

Model 3Model 2 に加え，参加教室，健康度自己評価，基本チェックリスト，「近隣住民との交流」，「グループや団体への参加の有

無」，「近隣住民への信頼」，「近隣住民が他の人の役に立とうとすると思うか」を投入

21第69巻 日本公衛誌 第 1 号2022年 1 月15日

の交流」，「グループや団体への参加の有無」，「近隣

住民が他の人の役に立とうとすると思うか」につい

ては両群で有意な差を認めなかった。

ロジスティック回帰分析の結果，単変量の Model

1 における「参加教室」のオッズ比は，「A 教室」

に対して「B 教室」が0.31（95信頼区間0.15

0.63，P＝0.001），「近隣住民への信頼」は，「信頼

できない」に対して「信頼できる」が5.30（95信

頼区間1.4619.16, P＝0.011）であった（表 2）。

性・年齢で調整した Model 2では，「参加教室」の

オッズ比は0.29（95信頼区間0.140.60, P＝

0.001），「近隣住民への信頼」のオッズ比は4.51

（95信頼区間1.2116.78, P＝0.024），全ての項

目を独立変数として投入した Model 3 において

は，「参加教室」のオッズ比は0.29（95信頼区間

0.140.62, P＝0.001）と，「参加教室」が住民主体

の介護予防活動参加の有意な関連要因であった（表

2）。

 考 察

本研究では，住民主体の介護予防活動への参加を

促進する取り組みを行った介護予防事業終了者の，

その後の住民主体の介護予防活動への参加要因を明

らかにすることを目的とした。その結果，事業終了

後の住民主体の介護予防活動への参加率は52.3

と，半数以上が住民主体の介護予防活動へ繋がって

おり，その関連要因は，「参加教室」であることが

明らかとなった。

関連要因として認められた「参加教室」は，性，

年齢や健康度，他のソーシャル・キャピタルを調整

しても有意な関連があり，B 教室と比べて A 教室

に参加した者ほど住民主体の介護予防活動へ参加し

やすいことが示された。A 教室，B 教室ともに自主

グループ化に向けた体操の習得や活動内容の検討な

どのグループワークなどプログラムは同様の内容を

実施していたが，B 教室と比べて A 教室の方がプ

ログラムの実施回数が多かった。本研究の結果か

ら，参加者間の連携を促し，住民主体の介護予防活

動への参加につなげるためには，一定数以上の開催

頻度で時間をかけてプログラムを実施した方が有効

かもしれない。ただし，A 教室への参加を選択した

参加者は実施回数の多いプログラムに参加し続ける

自信があり，介護予防に対する意欲が B 教室参加

者よりも高く，事業終了後も住民主体で介護予防活

動を継続する必要性を認識しやすい可能性があった。

また，当該事業においては，中盤以降のグループ

活動期に住民主体の介護予防活動のために体操習得

の支援やグループ活動の運営方法の検討などグルー
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プワークによって課題解決を図るといった特異的な

介入を行っており，これによって住民主体の介護予

防活動参加が促進した可能性があった。介護予防

リーダー養成講座修了者の自主グループ設立要因を

質的に検討した研究では15)，設立の要因として，講

座における「介護予防や自主グループ活動の重要性

の認識」，講座後の「活動意欲・ノウハウの向上」，

継続的な「自治体や専門家からのサポート」を報告

している。また，住民主体の介護予防活動への参加

要因を調査した他の研究16～18)においては，「仲間の

存在」，「気楽な仲間との関係性」や「継続できる運

動内容」が挙げられている。当該事業のグループ活

動期では，まさにこれらの要因に関係する，介護予

防や住民主体での活動の重要性の学習，仲間づくり

や活動のノウハウについての学習，自治体や専門職

による支援体制の構築などが行われており，ソー

シャル・キャピタルが高い参加者に対してこのよう

な介入をすることで住民主体の介護予防活動への参

加を促進できる可能性がある。

一方，構造的ソーシャル・キャピタルである「近

隣住民との交流」と「グループや団体への参加の有

無」は，先行研究においては，自主グループや社会

活動への参加要因として，「親しい友人や仲間の

数11)」や，「友人との交流頻度13)」，「地域の人から

の誘いや交流17,19)」が報告されているのに対して，

本研究では住民主体の介護予防活動への参加の関連

要因ではなかった。この点についても，介護予防事

業の参加者内でのグループ化を推進したことが本研

究へ影響したと考えられる。また，認知的ソーシャ

ル・キャピタルである，「近隣住民への信頼」と

「近隣住民が他の人の役に立とうとすると思うか」

も，住民主体の介護予防活動への参加要因ではな

かった。参加群と不参加群ともに「信頼できる」，

「役に立とうとすると思う」と回答した者が 9 割以

上と高く，「近隣住民との交流」が 7 割以上を占め

ており，一般高齢者の結果と比べても高い割合を示

していた14)。つまり，介護予防事業参加前から地域

との繋がりがある者が介護予防事業へ参加してお

り，元々ソーシャル・キャピタルが高い者が参加し

ていたため，関連要因として認められなかったと考

えられた。

社会参加への参加要因や介護予防健診への受診要

因として報告されている健康度自己評価は7,8,12)，

本研究において関連要因に認められなかった。本研

究の対象者は介護予防事業参加者であったためか，

健康でないと回答した者が約 6 割と，健康度自己評

価を介護予防健診への受診要因として報告した研究

の20～307,8)と比べて高く，本研究ではより虚弱

な高齢者を多く含んだことが影響したと考えられた。

本研究では，住民主体の介護予防活動への参加率

は52.3であった。住民主体の介護予防活動への参

加要因についての従来の研究は，すべて自主グルー

プ活動参加に至った者へのインタビューやアンケー

ト調査の結果に基づき行われており15)～18)，参加率

については過去に報告がない。本研究における参加

率は，2013年に内閣府が全国の60歳以上を対象に実

施した調査における「健康・スポーツ」に関する活

動への参加率33.720)や，地域在住高齢者を対象と

した調査におけるスポーツグループへの参加率18.3

21)，地域コホートにおける自己管理型グループ参

加率10.26)と比較して高かった。その要因とし

て，本研究の対象者は，ソーシャル・キャピタルが

高い集団であったため，住民主体の介護予防活動へ

働きかけることによって自発的な協力関係が生み出

され協調行動が生まれやすかったと考えられた22)。

このことが事業後の介護予防活動への高い参加率に

影響した可能性があった。

以上の結果を踏まえて，介護予防事業から効果的

に住民主体の介護予防活動へ繋げるための提言を整

理すると，以下の通りである。1)介護予防事業参加

者は，一般の高齢者と比較して，介護予防活動への

一定の意欲を有していると考えられ，事業の中で住

民主体の介護予防活動へ繋げる介入を積極的に行う

ことで，事業終了後に高い参加率が期待できる。2)

住民主体の介護予防活動へ繋げる介入として，介護

予防や住民主体での活動の重要性の学習，仲間づく

りや活動のノウハウについての学習，自治体や専門

職による支援体制の構築が重要であり15,23)，教室の

開催頻度を週 1 回よりも多くしたほうが住民主体の

自主活動への参加を促進することができる可能性が

ある。3)認知的ソーシャル・キャピタルの「近隣住

民への信頼」と「近隣の人が他の人の役に立とうと

すると思う気持ち」は，本研究では住民主体の介護

予防活動の参加要因ではなかったが，これは介護予

防事業参加前から地域と繋がっている参加者が多

かったためと考えられる。ただし，一般的な地域住

民における「近隣住民への信頼」や「近隣の人が他

の人の役に立とうとすると思う気持ち」は本研究の

参加者よりも低いため14)，例えば，地域診断に基づ

いて地域課題の解決に向けた行動を考えるような，

参加者に対して地域における役割期待の認識を促す

ような介入24)も住民主体の介護予防活動を促進する

うえで有効かもしれない。

本研究の限界として，まず，本研究の対象者が区

報経由で自主的に応募したか，無料体験会で基本

チェックリストに該当し介護予防事業へ参加推奨が
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あったかどうかは不明であるため，介護予防事業開

始前の参加者の特性を考慮できなかった点がある。

続いて，自治体が収集したデータの二次分析であっ

たため，住民主体の介護予防活動参加に関連する可

能性がある，学歴，職業や収入といった社会経済状

態12,21)や社会活動の経験や情報の認知25)，会場への

アクセスや交通の利便性といった地域環境21,26)など

の交絡因子を考慮できなかった点がある。ただし，

本研究では介入により可変な健康度自己評価や社会

関係について参加要因を検討することで，自治体が

行う介護予防事業においてどのような介入を行うこ

とが効果的であるかを整理することができた。最後

に，本研究は一自治体における結果であるため，今

後は他の自治体における事業でも検討が必要である。

 結 語

本研究では，住民主体での活動を目指した介護予

防事業終了後の住民主体の介護予防活動への参加に

関連する要因を検討した。その結果，介護予防事業

を通して約 5 割が住民主体の介護予防活動へ繋がっ

ており，事業で住民主体の活動へ繋げる取り組みを

積極的に行うことで高い参加率が期待できることが

示された。住民主体の介護予防活動参加の関連要因

は「参加教室」であり，実施回数などプログラム内

容を考慮する必要があると考えられた。

本研究は A 区介護予防事業評価委託事業により実施し

た。なお，本研究において開示すべき COI はない。
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Factors associated with participation in community activities after receiving

long-term care preventive services

Kazumasa NISHIDA, Hisashi KAWAI, Kumiko ITO, Manami EJIRIand Shuichi OBUCHI
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Objectives Since amending the long-term care insurance system to cover community-based services in

2015, community activities led by older residents have become increasingly important in Japan. It is

necessary for local governments to eŠectively promote participation in community activities during

long-term care prevention services. This study aimed to identify the factors associated with partici-

pation in community activities and the contents of intervention after long-term care prevention serv-

ices in which interventions were conducted to promote older residents' participation in community

activities.

Methods A secondary analysis of data collected in two classes of long-term care preventive services of a local

government in Tokyo was conducted. This service provided not only interventions to improve phys-

ical function but also initiatives to promote participation in community activities after the service,

such as learning and group-work activities. We analyzed participants' responses to self-administered

questionnaires in 2016 and 2017; three months after the service started (T1) and six months after

the service ended (T2). A total of 216 people (51 men and 165 women; age range: 6595 years)

responded to the questionnaires. Types of intervention, self-rated health, responses to the Kihon

Checklist, and social capital, which was measured through items such as `̀ Interaction with

neighbors (SC1),'' `̀ Participation in groups other than preventive activity (SC2),'' `̀ Strength of

trust for neighbors (SC3),'' and `̀ Mutual trust with neighbors (SC4),'' were assessed at T1.

Engaging in community activities was assessed to determine whether they participated in the self-

motivating group for preventive activity at T2. Logistic regression analyses were conducted to

examine the factors associated with participation in community activities by adjusting for each

variable.

Results Totally, 113 respondents participated in community activities (participation rate＝52.3), and

103 did not participate (47.7). Univariate logistic regression analyses revealed that types of inter-

vention was signiˆcantly associated with participation in community activities (OR: 0.31, 95 CI:

0.150.63, P＝0.001). Multivariate logistic regression models adjusted for all independent variables

also indicated that types of intervention was signiˆcantly associated with participation in community

activities (OR: 0.29, 95 CI: 0.140.62, P＝0.001).

Conclusion The results showed that approximately 50 of the participants were involved in community ac-

tivities because participation in such activities was promoted in long-term care preventive services.

Types of intervention was a signiˆcant factor associated with participation in community activities.

These ˆndings highlight the importance of program contents in community activities during preven-

tive services.
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